別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：医務費　目：地方独立行政法人費
	事業名: 地方独立行政法人運営費負担金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

健康福祉部 医療整備課 県立病院・看護大学法人担当　電話番号：058-272-1111（内2623）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11229@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：3,956,464千円（前年度予算額：4,360,088千円）

	事業内容


	１　事業の内容


県立３病院（岐阜県総合医療センター、岐阜県立多治見病院、岐阜県立下呂温泉病院）が地域において必要な医療を安定的かつ継続的に提供するため、各病院を運営する地方独立行政法人（３法人）の運営費のうち、政策医療や不採算医療の提供に要する経費など、事業の経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難であると認められる経費に対し、運営費負担金を交付する。
（１）根拠法令

地方独立行政法人法第85条第１項

（２）対象法人

地方独立行政法人岐阜県総合医療センター

地方独立行政法人岐阜県立多治見病院

地方独立行政法人岐阜県立下呂温泉病院

	２　所要経費


地方独立行政法人運営費負担金　3,956,464千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ 安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり
２ 地域医療の体制と医師・看護職員を確保する

・救急･災害･へき地･周産期･小児などの医療連携体制を強化する
	２　これまでの取組状況


県立３病院は、平成22年４月1日をもって、それぞれ地方独立行政法人へと運営形態を移行した。

法人化以前の県立３病院（病院事業会計）において生じていた政策医療、不採算医療等の実施に要する一定の経費に対しては、地方公営企業法第17条の２第１項及び同法第17条の３の規定に基づき、「病院事業会計負担金及び出資金」として一般会計からの繰出（出資）を行ってきた。

法人化以後（平成22年度以降）も、地方独立行政法人法第85条第１項の規定に基づく「地方独立行政法人運営費負担金」として、各法人に対して同様に財政措置を行っている。
この運営費負担金については、引き続き「地方公営企業繰出基準」（総務省通知）が適用（準用）されるため、基本的な負担の考え方及び内容は、原則として法人化以前の病院事業会計負担金及び出資金と同様である。

	３　これまでの取組に対する評価


県立病院が実施する政策医療や不採算医療に要する経費に対し、その財源の一部を交付することで、地域において必要とされる医療の安定的かつ継続的な提供に資することができた。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	4,360,088
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,360,088

	要求額
	3,956,464
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,956,464

	決定額
	3,917,897
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,917,897
































